
文化財保護法（抄） 

［昭和 25 年 5 月 30 日 法律第 214 号 （最終改正）令和 4 年 6 月 17 日法律第 68 号］ 

 

第 1 章 総則 

（この法律の目的） 

第 1 条 この法律は、文化財を保存し、且つ、そ

の活用を図り、もって国民の文化的向上に資す

るとともに、世界文化の進歩に貢献することを

目的とする。 

（文化財の定義） 

第 2 条 この法律で「文化財」とは、次に掲げる

ものをいう。 

一 建造物、絵画、彫刻、工芸品、書跡、典籍、古

文書、その他の有形の文化的所産で我が国にと

って歴史上又は芸術上価値の高いもの（これら

のものと一体をなしてその価値を形成してい

る土地その他の物件を含む。）並びに考古資料

及びその他の学術上価値の高い歴史資料（以下

「有形文化財」という。） 

二 演劇、音楽、工芸技術その他の無形の文化的

所産で我が国にとって歴史上又は芸術上価値

の高いもの（以下「無形文化財」という。） 

三 衣食住、生業、倉仰、年中行事等に関する風俗

慣習、民俗芸能、民俗技術及びこれらに用いら

れる衣服、器具、家屋その他の物件で我が国民

の生活の推移の理解のため欠くことのできな

いもの（以下「民俗文化財」という。） 

四 貝づか、古墳、都城跡、城跡、旧宅その他の遺

跡で我が国にとって歴史上又は学術上価値の

高いもの、庭園、橋梁、峡谷、海浜、山岳その

他の名勝地で我が国にとって芸術上又は観賞

上価値の高いもの並びに動物（生息地、繁殖地

及び渡来地を含む。）、植物（自生地を含む。）及

び地質鉱物（特異な自然の現象の生じている土

地を含む。）で我が国にとって学術上価値の高

いもの（以下「記念物」という。） 

五 地域における人々の生活又は生業及び当該地

域の風土により形成された景観地で我が国民

の生活又は生業の理解のため欠くことのでき

ないもの（以下「文化的景観」という。） 

六 周囲の環境と一体をなして歴史的風致を形成

している伝統的な建造物群で価値の高いもの

（以下「伝統的建造物群」という。） 

（政府及び地方公共団体の任務） 

第 3 条 政府及び地方公共団体は、文化財がわが

国の歴史、文化等の正しい理解のため欠くこと

のできないものであり、且つ、将来の文化の向

上発展の基礎をなすものであることを認識し、

その保存が適切に行われるように、周到の注意

をもってこの法律の趣旨の徹底に努めなけれ

ばならない。 

（国民、所有者等の心構） 

第 4 条 一般国民は、政府及び地方公共団体がこ

の法律の目的を達成するために行う措置に誠

実に協力しなければならない。 

２ 文化財の所有者その他の関係者は、文化財が

貴重な国民的財産であることを自覚し、これを

公共のために大切に保存するとともに、できる

だけこれを公開する等その文化的活用に努め

なければならない。 

３ 政府及び地方公共団体は、この法律の執行に

当って関係者の所有権その他の財産権を尊重

しなければならない。 

第 6 章 埋蔵文化財 

（調査のための発掘に関する届出、指示及び命令） 

第 92 条 土地に埋蔵されている文化財（以下「埋

蔵文化財」という。）について、その調査のため

土地を発掘しようとする者は、文部科学省令の

定める事項を記載した書面をもって、発掘に着

手しようとする日の 30 日前までに文化庁長官

に届け出なければならない。ただし、文部科学

省令の定める場合は、この限りでない。 

２ 埋蔵文化財の保護上特に必要があると認める



ときは、文化庁長官は、前項の届出に係る発掘

に関し必要な事項及び報告書の提出を指示し、

又はその発掘の禁止、停止若しくは中止を命ず

ることができる。 

（土木工事等のための発掘に関する届出及び指示） 

第 93 条 土木工事その他埋蔵文化財の調査以外

の目的で、貝づか、古墳その他埋蔵文化財を包

蔵する土地として周知されている土地（以下

「周知の埋蔵文化財包蔵地」という。）を発掘し

ようとする場合には、前条第 1 項の規定を準用

する。この場合において、同項中「30 日前」と

あるのは、「60 日前」と読み替えるものとする。 

２ 埋蔵文化財の保護上特に必要があると認める

ときは、文化庁長官は、前項で準用する前条第

1 項の届出に係る発掘に関し、当該発掘前にお

ける埋蔵文化財の記録の作成のための発掘調

査の実施その他の必要な事項を指示すること

ができる。 

（国の機関等が行う発掘に関する特例） 

第 94 条・・・略 

（埋蔵文化財包蔵地の周知） 

第 95 条 国及び地方公共団体は、周知の埋蔵文化

財包蔵地について、資料の整備その他その周知

の徹底を図るために必要な措置の実施に努め

なければならない。 

２ 国は、地方公共団体が行う前項の措置に関し、

指導、助言その他の必要と認められる援助をす

ることができる。 

（遺跡の発見に関する届出、停止命令等） 

第 96 条 土地の所有者又は占有者が出土品の出

土等により貝づか、住居跡、古墳その他遺跡と

認められるものを発見したときは、第 92 条第

1 項の規定による調査に当たつて発見した場合

を除き、その現状を変更することなく、遅滞な

く、文部科学省令の定める事項を記載した書面

をもって、その旨を文化庁長官に届け出なけれ

ばならない。ただし、非常災害のために必要な

応急措置を執る場合は、その限度において、そ

の現状を変更することを妨げない。 

２ 文化庁長官は、前項の届出があつた場合にお

いて、当該届出に係る遺跡が重要なものであり、

かつ、その保護のため調査を行う必要があると

認めるときは、その土地の所有者又は占有者に

対し、期間及び区域を定めて、その現状を変更

することとなるような行為の停止又は禁止を

命ずることができる。ただし、その期間は、3 月

を超えることができない。 

３ 文化庁長官は、前項の命令をしようとすると

きは、あらかじめ、関係地方公共団体の意見を

聴かなければならない。 

４ 第 2 項の命令は、第 1 項の届出があった日か

ら起算し 1 月以内にしなければならない。 

５ 第 2 項の場合において、同項の期間内に調査

が完了せず、引き続き調査を行う必要があると

きは、文化庁長官は、1 回に限り、当該命令に

係る区域の全部又は一部について、その期間を

延長することができる。ただし、当該命令の期

間が、同項の期間と通算して 6 月を超えること

となってはならない。 

６ 第 2 項及び前項の期間を計算する場合におい

ては、第 1 項の届出があった日から起算して第

2 項の命令を発した日までの期間が含まれるも

のとする。 

７ 文化庁長官は、第 1 項の届出がなされなかっ

た場合においても、第２項及び第５項に規定す

る措置を執ることができる。 

８ 文化庁長官は、第 2 項の措置を執った場合を

除き、第 1 項の届出がなされた場合には、当該

遺跡の保護上必要な指示をすることができる。

前項の規定により第 2 項の措置を執つた場合を

除き、第 1 項の届出がなされなかつたときも、

同様とする。 

９ 第 2 項の命令によって損失を受けた者に対し

ては、国は、その通常生ずべき損失を補償する。 

10 前項の場合には、第 41 条第 2 項から第 4 項

までの規定を準用する。 

（国の機関等の遺跡の発見に関する特例） 

第 97 条 ・・・略 


